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新興市場における人口の都市集中 

先進国における都市人口の高齢化 
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1.1 人口動態の二つのメガトレンド 

出典： 国際連合 
 World Urbanization Prospects The 2009 Revision 
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村人口が逆転 

 ２０５０年には全人口の６９％が都市に
居住するように 

 人口規模が大きい都市ほど高齢者
の増加率は高くなる （日本） 
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APEC 
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1.2 都市の低炭素化に向けた国際的取組み （２） 

世銀 
Low Carbon Model Town 

(LCMT) 
 ２０１０年APECエネルギー担当相会議 

従来の産業部門の省エネの取組みに対し、民
生部門の低炭素化に取組む。［日本提案］ 

 APEC域内の２１エコノミーに低炭素タウ
ンを広めるために、以下の二つの事業を行
なっている。 

 各エコノミーの行政官のための「低炭素
モデルタウン・ガイドライン」の作成 
 経産省資源エネルギー庁がドラフトを作成 
 Energy Working Groupで承認 

 各エコノミーが推薦するプロジェクトに対
してＦＳを実施 
 第１号案件：天津・亍家堡（ＦＳ完了） 
 第２号案件：タイ、サムイ島（ＦＳ進行中） 
 第３号案件：ベトナム、ダナン市 

（２０１２年１１月７日決定） 

Eco2 Cities 
(Ecological Cities as 

Economic Cities) 
 発展途上国における都市への人口集
中に対する世銀の取組みの一環 

 候補に選択された都市に対し、基本
調査費用を世銀が援助する。 

 ダナン（ベトナム） 
 スラバヤ（インドネシア） 
 セブシティ（フィリピン） 

ASEAN 
Livable and 

Sustainable Cities 
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日本 
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1.2 都市の低炭素化に向けた国際的取組み （１） 

中国 
 ２００８年『地球温暖化対策の推進に
関する法律』（１９９８年制定）改正 
政令指定都市・中核市・特例市など人口
規模の大きな都市に、市域全体の温室効
果ガス削減対策の推進を義務付け 

 環境省『地球温暖化対策地方公共団
体実行計画（区域施策編）策定マニュ
アル』 ［２００９年６月］ 

 国土交通省『低炭素都市づくりガイド
ライン』 ［２０１０年８月］ 

 政府助成金による都市の低炭素化の
実証実験・モデル都市開発 
経済産業省『次世代エネルギー・社会シス
テム実証地域』 ［「４実証」］ 

 経団連『サンライズレポート』：未来都
市モデルプロジェクト ［２０１０年１２月］ 

 内閣官房『環境未来都市』［２０１１年］ 

 「特区法」成立 ［２０１１年６月］ 

 『生態城』（エコシティ）開発を推進する施策が中
央政府の各府省、地方政府で進められている 

「国家生態城モデル地域」： 国家環境保全局 

低炭素城市開発： 国家発展改革委員会 

個別都市による生態城の開発 

 国家発展改革委員会による「低炭素城市開発」 
１３都市が指名されている 

深セン、杭州など 

個別都市による「生態城」開発 

経産省の北京事務所によると１１０件のプロジェク
トが確認されている 

５０件の「生態工業団地」も確認されている 
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ＩＴ企業の参入 
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1.3 新しいプレイヤーの参入 （２） 

 IBM, Google, SAPなど 

都市生活の質の向上 
都市インフラ運営の高効率化 

都市インフラと情報システム 

従来型のインフラ情報系 新しいインフラ情報系 

インフラ事業者 

$ 
供給施設 

課金 
システム 

分配網 
結果 
情報 

電力 
水 
ガス 

需要家 

送配電網 
水道管網 
ガス管網 

大容量 
ストレージ 

大量データ 
の高速処理 

インフラ事業者 

$ 
供給施設 

課金 
メニュー 

電力 
水 
ガス 

需要家 

情報技術 
の進展 

分配ハブ 
実時間制御 

動的制御 

新マネジメント 
サービス 

実時間 
制御 

© Hitachi, Ltd. 2012. All rights reserved. 

投資ファンドによる都市開発事業 
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1.3 新しいプレイヤーの参入 （１） 

＜シンガポール側投資連合体＞ ＜中国側投資連合体＞ ＜当局推進体制＞ 

中新天津生態城聯合協調 
理事会 
両国副総理クラス 

天津エコシティ（中新天津生態城）の組織体制 

シンガポール政府 

Keppel Corporation 天津泰達投資控股 
有限公司 

中新天津生態城聯合工作 
委員会 
両国大臣クラス 

中新天津生態城弁公室 
両国政府の担当府省 

中新天津生態城管理委員会 
実質的な監督組織 

Qatar Investment Authorities 
Acsendas Group 
Capitaland 他 

国家開発銀行 

Singapore Tianjin Eco-City 
Investment Holdings Pte. Ltd. 

天津市房地産開発経営集団
有限公司 
天津瑭沽城市建設有限公司 
天津市漢濱投資有限公司 他 

中新天津生態城投資開発有限公司 
Sino-Singapore Tianjin Eco-City 

Investment and Development Co. Ltd. 
丌動産開発・販売を担当 

天津生態城投資開発有限公司 
Tianjin Eco-City Investment and 

Development Co. Ltd. 
インフラ整備を担当 

50% 

50% 

日立製作所 
三井丌動産 

国家電網 

天津市電力公司 

濱海供電分公司 

指導 
監督 

都市経営自体の営利事業化 

電力インフラ
の企業体制
例 

中国政府 

 マレーシアでは勤労者年金基金（Employees Provident 
Fund）が資金運用を目的に都市開発を計画中 
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都市の知能系 

通信インフラ 水環境インフラ 

モビリティーインフラ エネルギーインフラ 
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2.1 インフラの知能化と連携 

エネルギー 
インフラ 
の知能系 

モビリティー 
インフラ 
の知能系 

日立が考える「スマートシティ」は、各種のインフラが知能化し、更に
知能化したインフラ同士が連携して新しい価値を生み出す都市 
生み出される価値は、都市の目的に応じて「低炭素」、「高齢者へ
の優しさ」、「災害への強靭さ」となる 

通信インフラ 
の知能系 

水環境インフラ 
の知能系 
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2 
スマートシティとはなにか 

2.1 インフラの知能化と連携 
2.2 都市マネジメントの「基本モデル」 
2.3 エネルギー 
2.4 交通 
2.5 水環境 
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配
電
系
統 

地域・コミュニティ 

家庭・工場・オフィス 
需
要
家 

2.3 エネルギー 

ＣＥＭＳ 

ＣＥＭＳ 

組み合わせにより、スマートコミュニティ、スマートグリッドの構築を、
地域の特性に応じて、社会コストミニマムで実現 

ＢＥＭＳ 

ＦＥＭＳ 

ＨＥＭＳ 

ＢＥＭＳ 

蓄電池 

大規模集中電源 

自然 
エネルギー 

電
力
系
統 ＥＭＳ 

ＣＥＭＳ 

ＨＥＭＳ 

EMS： Energy Management System、 CEMS： Community Energy Management System、 
HEMS： Home Energy Management System、 BEMS： Building Energy Management System、 
FEMS： Factory Energy Management System、  12 © Hitachi, Ltd. 2012. All rights reserved. 

2.2 都市マネジメントの「基本モデル」 
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貯蔵を介して需要と供給のバランスを取り、平準化・安定化を通じ
て設備規模（投資）を最適化する 
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2.5 水環境 

ニーズと状況に合わせて、異なるレベル（高品位～低品位）の
水を供給 

都
市
間 

河川水・海水・地下水 

広域水 
運用 

上水 
処理 

河川・ 
利水管理 

下水 
処理 

海水 
淡水化 

再生水 
処理 

水運用・ 
配水コン 
トロール 

地
域
内 

需
要 

家庭・工場・オフィス・植物工場 

自治体・地域水道事業者 

給排水 
管理 

給排水 
管理 

給排水 
管理 

節水管理 節水管理 
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都
市
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移
動 

地
域
内
移
動 

利
用
者 

ニーズと状況に応じて交通機関をつなぎ、最適な運行ルートを
自律的に構成 

2.4 交通 

LRT：Light Rail Transit （次世代型路面電車） 

通勤・旅行・買い物 

F 

E 

船舶 

自転車/ 
バイク 

航空機 

バス 

鉄道 

自家用車 

モノレール/ 
ＬＲＴ 

高速 
鉄道 

ＩＣカード 
改札 

シェアリング/ 
レンタル 

パークアンド 
ライド 

ナビゲー 
ション 

位置情報 
サービス 
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3.1 スマートグリッド 

系統安定化制御 

地域・お客さま 

ＥＭＳ 

＋ ー f0 

供給 需要 

設備 
管理 

高効率運用 蓄電池 

系統安定化用機器 

電力系統 

新エネルギー 

大規模集中電源 

連結制御 
風力 太陽光 

火力 原子力 

水力 揚水 

住宅 

工場/ 
オフィス 

分散電源 
ＩＴ 

ＥＶ 

低炭素社会を実現するために電源の多様化と需要の多様化にバ
ランス良く対応する 
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3 
スマートシティを支える技術 

3.1 スマートグリッド 
3.2 ホームエネルギーマネジメントシステム （ＨＥＭＳ） 
3.3 地域エネルギーマネジメントシステム （ＣＥＭＳ） 
3.4 スマートモビリティ 
3.5 インテリジェントウォーター 
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3.3 地域エネルギーマネジメントシステム 

住宅・ビル・ＥＶのエネルギー 
マネジメント 

地域におけるエネルギーの需給調整 

機器・設備の監視と操作 

各種の付加価値サービス 

広域インフラプロバイダー 

地域サービスプロバイダー 

電 力 系 統 

地域全体のエネルギー 
マネジメント 

ビル・店舗 

ＥＶ 

エネルギー 
マネジメント 
（ＣＥＭＳ） 

住宅 

ＨＥＭＳ  
センター 

ＥＶ充電 
ステーション 

ＢＥＭＳ 
センター 

エネルギー 
マネジメント 
システム 

住宅・オフィスビル・ＥＶの高効率エネ
ルギーマネジメント 

個別のユーザに適したサービス 

ＥＶ：電気自動車 © Hitachi, Ltd. 2012. All rights reserved. 17 

3.2 ホームエネルギーマネジメントシステム 

系統電力 
エネルギーの見える化 

機器制御 

ショッピング 
・
・
・ 

ネットワーク 
サービスプロバイダー 

データセンター 

サービスプロバイダー 

サービスプロバイダー 

サービスプロバイダー 

ホームゲートウェイ 

住宅設備機器 家電品 

新エネルギー 
需要機器 

クラウド 

家電品、住宅設備機器、新エネルギー需要機器、携帯端末をネッ
トワークでつなぎ、データ活用によりエコで快適なくらしを実現 

© Hitachi, Ltd. 2012. All rights reserved. 20 

3.5 インテリジェントウォーター 

浄水場 

水源ポンプ場 
Ｐ 

ユーザー 
(オフィス、住宅) 

下水処理場 

ユーザー 
（住宅） 

情報通信 

管理センター 
（顧客センター） 

スマートメーター： 
水の量と質の測定と報告を行なう 
（エネルギーインフラ、通信インフラと連携） 

ユーザー 
(オフィス、住宅) 

スマートメーターによる上下水道の効率化 
自動検針、運用コストの削減、水需要に合わせた設備管理 

© Hitachi, Ltd. 2012. All rights reserved. 19 

3.4 スマートモビリティ 

移動する人を中心にしたモビリティの循環モデル 

軌道交通 道路交通 

パーソナルモビリティ 

充電スタンドＢ 

ＥＶ 

スタンド情報 スタンド負荷情報 
位置情報 

ＥＶ位置情報. 位置情報. 

スタンド情報 
スタンド・環境負荷情報 

移動距離 
～３キロ 

時速 
６キロ 

移動距離 
～５キロ 

時速１０ 
-２０キロ 

移動距離 
～１５キロ ～時速３０キロ 

徒歩 
から 
乗車
へ 

歩行と乗車の 
遷移領域 

人と都市の 
インターフェイス 

乗車 
から 

 
 
 
 

徒歩
へ 

充電スタンドＡ 

駅ビル 駅ビル 

ＩＣカードを軸とした 
サービス連携 

運行管理 

地上 
システム 

駅 

加速中の列車 減速中の列車 

ＥＶ・スタンド

管理システム 

より遠距離の 
移動 

異なる交通 
モーダルの間の 
通行者と情報の 
シームレスな 
連携 

回生電力の有効利用 

便利で判りやすい 
乗換え 

交通情報の
シームレスな
連携 屋内垂直移動 

エレベーター・エスカレーター 
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4.1 ハワイ スマートグリッド実証 

ＥＶ 

変電所 

ＥＶ管理センター 
配電自動化 
システム 

電力会社 

情報制御連携基盤 

ネットワーク 

蓄電池 

充電ステーション 

● 

● 

● 

● 

● 

マウイ島 

ＥＶ充電ステーション 

小型 
配電自動化 
システム 

住宅 

変圧器 実証期間： ２０１１年度～２０１４年度 

風力発電 

22 

化石燃料に依存しない離島型エネルギーインフラの構築 

ＥＶ充電ステーション ５ヶ所 
ＥＶ充電器 約２００台 
配電自動化対象住宅 約４０軒 

２０３０年自然エネルギー比率４０％
に対応するスマートグリッドの構築 

© Hitachi, Ltd. 2012. All rights reserved. 

4 
スマートシティ開発への取組み事例 
 離島への適用を中心に 

4.1 ハワイスマートグリッド実証 
4.2 沖縄 ＥＶレンタカー導入実証 
4.3 タイ サムイ島 低炭素リゾート 
4.4 柏の葉スマートシティ 
4.5 スペイン ゼロエミッションモビリティ実証 

© Hitachi, Ltd. 2012. All rights reserved. 

4.3 タイ サムイ島 低炭素リゾート （１） 

24 

サムイ島の概要 
 面積 ２２７平方キロ 
 人口 ５４千人 
 観光客 １００万人／年 
 ホテル ４００軒 
 電力消費 ４５１ＧＷｈ 
 燃料消費 ４２百万リットル 
 上水需要 ２２千立米／日 
 廃水量 １７千立米／日 

ＡＰＥＣ 低炭素モデルタウン 第２号案件 
 街の構造：緑地の拡大 
 交通計画（公共交通、低炭素交通） 
 地域エネルギー計画 
 地域エネルギーマネジメント 
 再生可能エネルギーの利用 
 未利用エネルギーの利用 
 低炭素建築 
 エコ・ライフスタイル 
 環境計画 

サムイ島 

バンコク 

プーケット 

タイ 

マレー半島 

カンボジア 
ミ
ャ
ン
マ
ー 同一縮尺の隠岐（左）と 

サムイ島（右） 

© Hitachi, Ltd. 2012. All rights reserved. 

4.2 沖縄 ＥＶレンタカー導入実証 

ＥＶレンタカーの離島・観光地への適用展開の実証事業 

ＥＶレンタカー 
と利用者 

ＥＶ充電器の設置と
管理 

会員カード 
課金 

課金情報 データセンタ 

ＥＶ充電器 

充電 

操作端末 

事業者 

ＥＶ充電管理ソリューション 

充電 

観光とショッピング 

観光地 商業施設 

ユーザ認証 
課金情報 
モニタリングと記録 

23 
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4.3 タイ サムイ島 低炭素リゾート （３） 
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低炭素交通手段の導入 

ＥＶ充電ステーション 
 （島内に１０ヶ所） 

施策例 
バス・トラック用循環道路の整備と循環バスの大型化 
輸送効率の向上、公共交通機関へのモーダルシフトの促進 
低炭素輸送手段の導入：ＥＶ、ＨＥＶ、燃料電池車 

フェリー 
船着場 

空港 

自家用車 タクシー 大型バス バン ミニバス 

２０１２年の台数 12,168 400 50 120 167 

２０３０年の台数予測 37,300 1,000 100 300 400 

２０３０年の低炭素車比率 10% 30% 10% 10% 10% 
© Hitachi, Ltd. 2012. All rights reserved. 

4.3 タイ サムイ島 低炭素リゾート （２） 
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再生可能エネルギーの活用とエネルギーマネジメント 

風力発電 

太陽光発電 
 （屋根置き） 

太陽光発電 
 （メガソーラー） 

小型水力発電 

コンバインドサイクル発電プラント 

フェーズ１ （～２０１７） フェーズ２ （２０１８～２２） フェーズ３ （２０２３～２７） 

準備 （市庁舎等での試行） 

配電、通信インフラ整備 
詳細エンジニアリング 

先行地域への導入 

商業施設 １００棟 
住宅 １万棟 

全島への展開 

商業施設 １２０棟 
住宅 １万２千棟 

スマートグリッド、地域エネルギーマネジメントシステム導入のロードマップ 

廃棄物焼却炉発電 
 （未利用エネルギーの活用） 

© Hitachi, Ltd. 2012. All rights reserved. 

4.5 スペイン ゼロエミッションモビリティ実証 

C
EM

S 
Sub-EM

S/D
em

and Side 

e-パーキング 
タクシー 

EV-バス 
（計画） 

受容予測 デマンドレスポンス 

V2H/H2V 

電池 

急速充電器 

風力発電 

メガソーラー 

電気 
道路交通 

 
 

熱 水 ＥＶインフラ 

排水 

CEMS 

ＥＶセンタ 

家庭廃
棄物 

ＩＴプラットフォーム 

ユーザサービス EV Center 
CEMS 

受容予測 デマンドレスポンス ユーザ 
サービス 

ＩＴ 
プラットフォーム 

電力 
システム 

ＥＶ 
インフラ 

住宅地域 

商業地域 

工業地域 
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4.4 柏の葉スマートシティ 

環境やエネルギー問題に対応した、安心、安全、サスティナブルな街を目指し、 
世界最先端の知と技術で課題解決型の街づくりを目指す 

＊三井丌動産㈱様提供資料より 

環境共生型都市設計 
屋上緑化、ビオトープなど 

エネルギーを創る技術 再生可能エネなど 

エネルギーの使い方の技術 みえる化、蓄電池など 

エネルギーを管理・最適化する技術 AEMSなど 

暮らし方の提案 
公民学連携UDCKなど 

× 環境共生 コミュニティ テクノロジー × 
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